


Ⅲ.申請事業

入力数 300 字

入力数 0 字

Ⅳ.実行団体の募集

(1)申請事業の概要

第二波が強く懸念される中での活動には、こども食堂運営団体内外から多様な意見が噴出しており、主催者はその調整に多大なエネルギーを割いている。主催者が孤立し疲弊しないために、主催者同士が悩みや愚痴を言

えたり、相互にアドバイスできるピアサポートを、オンライン・リアル両面で実施する。

④食材・物資・資金の仲介 2020年8月～2021年7月

活動の継続には、食材、消毒用アルコール等の消耗品等の物資、資金の獲得が不可欠だが、個々のこども食堂には必ずしもその力量がない。各県のネットワーク団体やハブとなる中核団体が窓口となって、行政や企業お

よび当団体との緊密な連携の下、それらの資源を獲得し、こども食堂に仲介することで安定的な活動継続を可能にする。

当団体がすでに発表している「新型コロナウィルス対策緊急プロジェクト第三弾（5月22日）」のこども食堂支援パッケージを実践する各県のネットワーク団体もしくはハブとなる中核団体に

対する助成を行う。具体的には、①こども食堂が居場所の提供と食材配布（フードパントリー）双方を行うための両立支援、②休止していたこども食堂に対する再開支援・新規立上げ支援、③

運営者が孤立しないためのピアサポートの促進、④食材・物資・資金の仲介、による物心両面の支援を行うことで、ウィズ・コロナとも言われる不安定な移行期にこども食堂が厳しい状態にい

る子や家庭を支え、さらにはアフターコロナに向けて災害に強い地域の下地づくりを行う。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

①こども食堂が居場所の提供と食材配布（フードパントリー）双方を行うための両立支援 2020年8月～2021年7月

平時のつながりづくりを行う居場所の提供が非常時の緊急支援につながったという今回の経験を受けて、今後継続的に両方の活動を実施するというこども食堂を支援する活動。具体的には資金・食材・物資の重点的な支

援、弁当配布時の食中毒対策などのノウハウの提供、広報協力、行政や学校連携を目指した橋渡し（生活困難家庭に対する情報提供面での子ども家庭支援センターとの連携など）。

②休止していたこども食堂に対する再開支援・新規立上げ支援 2020年8月～2021年7月

緊急事態宣言下で居場所提供を休止していたこども食堂がスムーズに再開できるよう、食材・物資・資金・ノウハウの提供、講座・研修の実施を行う。また、コロナ禍を経て居場所提供の重要性を痛感し、新規立上げを

検討する団体・個人が相当数現れていることから、新規立ち上げ支援も同様に行う。

③運営者が孤立しないためのピアサポートの促進 2020年8月～2021年7月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

「記入内容」に記載のある事項に加えて、以下の伴走支援を行う。

・月1回のオンライン交流会：月1回の実施状況確認・助言に加えて、よりフランクな懇談会形式の場を持ち、実行団体相互の連帯感を醸成し、より円滑な事業実施を目指す。 2020年8月～2021年7月

・行政等との意見交換の場のセッティング：当団体が現地に赴くことで、県庁の担当部長・課長クラスが意見交換や懇談のテーブルにつくことがこれまでも多くあったことから、そうした機会の早出を積極的に行い、事業

実施のより円滑な実施を目指す。
随時（各地1～2回を想定）

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

①実行団体の活動する県で、居場所提供とフードパン

トリーの双方を実施するこども食堂が3箇所以上出る。

②こども食堂のスムーズな再開と新規参入により、コ

ロナ以前よりも県下のこども食堂数が増加する、③そ

れらの活動により受益者となる子と世帯の数がそれぞ

れ5万人、2万世帯に達する。

・こども食堂・フードパントリー実施

団体数

・こども食堂数

・参加者の総数と子・世帯の内訳

・実施団体数のカウント

・開催団体数のカウント

・参加者数のカウント

・こども食堂・フードパントリー両立

実施数12団体

・こども食堂数2019年比1.0倍以上

・参加する子5万人、世帯数1万

2021年7月

(3)申請数確保に向けた

工夫

当団体は全国47都道府県すべての地域ネットワーク団体もしくはハブとなる中核団体とつながりがあり、日常的にメーリングリストやLINEでコミュニケーションを

とっている。公募の周知は全国に徹底でき、正規の募集説明会以外にも質問や相談に応じることのできる信頼関係が構築されている。本申請に際してもいくつかの

団体からのヒアリングを行った上で申請に至っている。

(4)予定する審査方法

 (審査スケジュール、審査

構成、留意点等）

審査委員には、

予定である。審査会は、公募〆切後すみやかに行い、資金分配団体採択後1ヶ月程度で

実行団体が事業に着手できるようにする。また採択発表後は、採択団体向け説明会を行い、実行団体との意思一致をはかる。

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

(1)採択予定実行団体数 5団体 (２) １実行団体当たり助成金額 650万円



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

①コロナウイルス感染症に係る事業

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

湯浅誠（むすびえ理事長）：全体統括

（むすびえスタッフ）：事業担当者

藤田淑子（むすびえ理事）：決済責任者

（むすびえスタッフ）：経理責任者

：審査会事務

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

・調査研究：各県の箇所数について、全国で唯一こども食堂の全国箇所数を集計・発表している全国箇所数調査（https://musubie.org/news/993/）

・連携：地域ネットワーク団体もしくは地域のハブとなる中核団体との連携については、毎年、全国交流会を開催し、40前後の都道府県より参加を得ている（2019年開催の様子、

https://musubie.org/news/572/、2020年開催の様子、https://musubie.org/news/2017/）

・マッチング：「新型コロナウィルス対策緊急プロジェクト」等で多数の食材・物資の仲介（マッチング）を実施（当該プロジェクトの中間報告その2、https://musubie.org/news/2160/）

・伴走支援の実績：「第4回子供未来応援基金」で全国4県（福井・三重・長崎・鹿児島）の地域ネットワーク団体もしくはハブとなる中核団体に対する伴走支援を実施

・事業事例等の実績：「むすびえ・こども食堂基金」第1回～第3回助成（https://musubie.org/news/2163/、https://musubie.org/news/2174/、https://musubie.org/news/2195/）

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している

(予定も含む）
有 無

有の場合

その詳細

むすびえ・こども食堂基金第1回・第2回助

成（https://musubie.org/news/2163/、

https://musubie.org/news/2174/）

・当団体の前身団体（「こども食堂安心・安全向上委員会」）にて、全国200箇所のこども食堂に3年分の保険料を支給する助成を実施（2018年）（https://camp-

fire.jp/projects/view/68605）

・こども食堂スタッフの食品衛生責任者資格取得の実費を支給する助成制度（募集〆切済み。2020年6月選考会開催予定）（https://musubie.org/news/1961/）

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含

む）
有 無

有の場合

その詳細

むすびえ・こども食堂基金第3回助成（7月

上旬公募開始に向けてクラウドファンディ

ングを実施中。

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含

む）を受けていない。
無

※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参

照）

(2)他団体との連携体制

(3)想定されるリスクと管理体制

・感染症対策については、すでに当団体が発行している小児科医監修による「こども食堂・フードパントリー開設簡易ハンドブック」

（https://musubie.org/wp/wp-content/uploads/2020/05/musubie_openguide_0511.pdf）があり、居場所提供等の活動に際してはその遵守を徹底す

る。東京都健康長寿医療センター研究所作成の「通いの場×新型コロナウィルス対策ガイド」も参照する。

・また、食中毒対策については、制作協力したエフコープ協同組合作成の弁当配布時の注意点を示した動画（6月15日完成予定）を周知する。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無




